Autonomy of Domestic Violence Victims and Justifications for State Intervention by SAWADA, Tomoki
21
ＤＶ被害者の自律と政府介入の正当性
Autonomy of Domestic Violence Victims and Justifications
for State Intervention
澤　 田　 知　 樹
Sawada,  Tomoki
ABSTRACT
　This article looks at three issues in particular. First, it examines the risk 
assessment conducted in cases of domestic violence, which is a tool used as the 
basis for justifying intervention in accordance with a woman’s decision making 
rather than assessing and here objectives. In order to strike a better balance, 
the legal system needs to maintain the strengths of the risk assessment tool 
and the lethality assessment screening program, while minimizing unintended 
consequences with regard to a woman’s dignity and autonomy.
　The second main issue examined concerns privacy. In the past, the right to 
privacy concerned the family unit, rather than having an individual basis. That is, 
the family as a unit had the right to privacy vis-à-vis governmental intervention 
and regulation. The state often intervenes in the case of poor, single-mother 
families and seizes custody of the children not because the children have been 
or are at risk of being injured in some way, but rather because the mother has 
allegedly entered into an illicit relationship with an unsavory man, abused drugs 
or alcohol, or deviated in some way from traditional social norms.
　The third and final point of emphasis concerns the value of a public and 
private sector consensus on policy issues whose scope extends beyond gender, 
thereby achieving a fruitful balance aimed at ameliorating a broad range of group 
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inequalities. One example is the commitment of some corporations to maintain 
female representation on their corporate boards. Such private ― sector efforts 
to foster gender equality can contribute to a more concrete vision of gender 
equality.
はじめに
　米国では州法においてＤＶの加害者に対する刑事処罰が定められている。そ
れらの加害者の責任追及の過程において結果的に様々な問題が生じていること
についてはすでに述べた。
（1）
それらの問題についての考察として，公的機関によ
る被害者保護のための介入と被害者の自律とが緊張関係にあること，それにつ
いての問題の紹介や解決策の模索がなされている。
（2）
そこでは，刑事責任追及の
過程において，被害者の意思にかかわりなく手続を進行させることがあるため，
それらにより予期しない結果が生じたり，また被害者の自由な意思決定が害さ
れることなどが指摘されている。
　本稿においては，それらの公的機関による被害者の自由な決定に対する介入
についての考察を試みようと思う。公的機関の介入について，プライバシー権
や自由権との関係から考察している米国の論者の主張を見ながら考察を進める
次第である。第１章では，ＤＶ被害者の自己の判断とそれに対する公的機関の
評価などについて述べる。第 2章では，福祉などの公的支援の受給者のプライ
バシーについて述べる。この章で述べることは主に公的支援受給者についてで
はあるが，ＤＶ被害者が生活上の保護を受けるに場合には共通する課題もある
ので，ここで述べることにする。なお，１章では刑事プロセスによる介入につ
いて扱うのに対し，２章では福祉提供機関による個人への介入について扱う。
刑事手続プロセスと福祉提供は別問題であるが，個人のプライバシーや決定権
等の自律という観点から共通するところがあると考えるので，両者についてそ
れぞれ述べることにする。そして第３章では，女性の社会進出についての主張
を紹介する。このテーマは 1章，２章で扱うテーマとは直接には関係ないかも
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知れないが，ＤＶ被害者の救済あるいは問題解決の可能性のひとつとして女性
の経済的自立は重要な課題であると考えるので，女性の社会進出について述べ
ることにする。もちろん，女性の経済的自立がＤＶ被害者救済あるいは問題解
決のすべてではないが，それらについての重要な可能性のひとつであると考え
る。
第１章　被害者の自己評価
１．ＤＶ被害者についてのリスク評価
　ＤＶに対する強制介入政策は，女性の安全の確保を第一目標として行なわれ
てきた。将来に行なわれるであろう身体的暴力のリスクについての公的機関に
よる評価が重視されてきた。そのリスク評価においてあるひとつの仮定が見ら
れる。それはＤＶは結局は殺人といった結果をもたらすあるいは少なくとも深
刻な身体的傷害をもたらすという仮定のもとに行なわれてきた。
（3）
またあるひと
つの仮定は，ＤＶの対象となった女性は，加害者から離れることを選択しない
限りあるいは制度的なアクターによる措置を受けない限り，意思決定の能力を
欠き，それにより，加害者との関係について適切な判断ができないというもの
である。
（4）
そしてこれらの評価方法の根底にあるものは，女性の意識を「高め」，
自分が受けている虐待と将来の虐待のリスクの「真実」を見極め，そしてＤＶ
被害者支援サービスの評価に従って法的措置を採ることが適切であるという信
念である。
（5）
　これらのリスク評価は，最終的には女性を法システムの対象へと向かわせよ
うとすることになる。だが法システムやサービスは，実際には女性の生活を改
善することにはならないであろうし，さらに彼女たちを危険にさらすことにな
るかも知れない
（6）
という主張もある。
　そのようなリスク評価の前提によりまたある問題を提起する。システムのア
クターたちの目標は，たとえば患者の虐待のリスクについて誤った理解を避け
るという願望，翌日の新聞で患者が殺害されたという記事を見たくないという
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ことである。ＤＶを受けている女性について将来殺害されることを予告し警告
することができなかったことについて，評価者が責任を感じるということであ
る。
（7）
このような意識があるために，システムのアクターたちは，女性が自ら目
標として評価していることよりむしろ女性の判断に対して介入することを正当
化してきた。
（8）
そしてそのようなリスク評価に基づき審査を行なった行政官は，
女性にとって致命的と評価されたリスクを減少させるという自身の信念により
介入を決定することになる。
（9）
　そのようなリスク評価方法よりも女性自身のリスクに対する予見の信頼性の
ほうがより正確であるという主張もあるが，リスク評価方法が女性の自身の予
見より優れているというデータは示されていないようである。だがリスク評価
方法は，身体的暴力の行動についてしか考慮されておらず，女性の自身の暴力
体験やそれに対する理解，そして外部からの被害者に対する保護について考慮
していないということから，不完全であるかも知れない。
（10）
２．被害者への対応と被害者の尊厳
　Maryland州における致命的リスク評価プログラム（Lethality Assessment 
Program）はプロトコルを定め，その中で次のように表明している。通報を
受けて対応する警官は，被害者に対し被害者としての評価を受けるように助
言（advise）し，カウンセラーに相談することを薦める。ここでプロトコルは
明記している。警官は，彼女（彼）の同意を求めることを忘れるべきではない
と。そして次のステップとして警官に次のことを求めている。被害者がカウン
セラーに相談することを欲しないときには，ガイダンスを求めるためにカウン
セラーに相談することが必要であることを被害者に告げ，そして被害者に再考
するように穏当に求める。そしてその次のステップとして，もし被害者がなお
カウンセラーに相談することを欲しないときは，同様の対応を最初からやりな
おすと表明されている。
（11）
　また，プロトコルは次のように表明している。警官が法律執行官としてそこ
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にいるというだけでも，被害者はカウンセラーに相談することを強いられてい
ると感じてしまう。被害者に対して，カウンセラーに相談するか否かを選択す
ることができると告げるかどうかで，警官は被害者を助けることができる。
（12）
　ＤＶ事例について刑事的対応が行なわれるとき，その手続進行の最初の入口
となるのは，通報を受けて駆けつけ対応する警官である。その第一ステップに
おいて，被害者に強制を受けていると感じさせることのないように配慮するこ
とは重要であると考えられよう。刑事的対応において次なるステップは必要的
逮捕（mandatory arrest）やノードロップ（訴追不回避）政策であるが，これ
らについては以前に少し述べた
（13）
ので，その仕組みや利点・欠点についてはここ
では割愛する。ここでは州の介入権限と個人の自由意思との関係について少し
述べる。
　プライバシー権は暴力から逃れて生活する権利を確保することであるという
ことを推奨する論者もいる。虐待の対象となっている女性には，その暴力に関
して自身で決定することについて政府からの介入を逃れる権利を有する。女性
には自分のパートナーとの関係を定義する権利がある。なぜなら暴力が行なわ
れている場合でも，それが極端でない限り，女性の決定権は，政府が暴力につ
いて言明する利益に優越するからである
（14）
と主張される。
　女性の暴力を受けるリスクについての評価に，法律関係者以外のアクターを
加えることがよく提唱されているが，そのような評価方法は，その進行が法律
関係者のみならず，私的な代理人，ＤＶシェルター従事者，ＤＶ電話相談者，
ヘルスケアワーカーといった人々によっても行なわれることから，プライバ
シー権に関してはより侵害的であると考えられる。いま必要なことは，政府や
ＤＶに関する法システムが個人の尊厳についての権利に踏み込むことがないよ
うに境界線を確定することであると考えられる
（15）
と主張される。
　ＤＶの被害者が政府からの介入を受けるかどうかに関して，プライバシー権
の一環として捉えて考察する論者もいる。プライバシー権は基本権のひとつで
はあるが，それらは政府の権限によるコントロールの対象をなり，それをなす
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にあたっての政府利益が十分に高いことが示されたときには，規制の対象とな
る。だがＤＶの場合においては，プライバシーは消極的な権利と見られてきた
ため，政府が介入することを正当化することができなかったときは，プライバ
シー権は政府の関与を否定する方向に働く。
（16）
　この考え方は政府の介入を欠くが故に，被害者は政府による救済を受けられ
ない。つまり，プライバシー権が政府による保護を排斥してしまうという考え
へと向かうかもしれない。このような考え方についてはプライバシー権の主体
をどのように捉えるかについての考察に関連すると考えられる。つまり，プラ
イバシー権の主体を家族体を単位とするという伝統的な認識に従えば，それに
より，政府の介入を排除し，よってＤＶなどのファミリーバイオレンスの被害
者は保護されないことになる。これについては次章で述べる。
　また，政府からの介入を受けないことは，自由権の一環であると捉えること
もできる。米国の最高裁は，自由権が人間の尊厳の権利や自立を遂行する能力
を提供することができるとしめしている。
（17）
自由権が侵害されたか否かを判断す
るにあたっては，個人の自由の利益が政府利益に対してバランスされなければ
ならない。
（18）
自由の中核は，存在，意味，世界観，人間生命の神秘性についての
自己の認識を自身で定義することである。
（19）
ＤＶの対象である女性には，親密な
関係における暴力についてどう表明することがベストであるかを選択する権利
がある。政府が女性の選択を特定の方向に向けさせることやあるいは強いるこ
とのような介入は，彼女の尊厳の利益を侵害することとなり，より厳密な審査
（hightened scrutiny）の対象とすることが必要である
（20）
と主張される。
　政府の介入が個人の自由権を侵害するものとして裁判所で争われ，裁判所が
原告の主張を認めたならば，政府のその介入行為は違憲とされ，その効力を失
うことになる。そこでは，政府のある特定の行為を止めることはできるが，別
の形態の保護を求めることはできない。政府による保護は法律により予め用意
されたものに限られる。それを否定すれば，保護はかなわなくなってしまう。
まさに“All Agencies or all Victims”
（21）
であると考えることができよう。このよ
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うに結論づけてしまえば，論議は同じところを巡ってしまう。被害者の尊厳や
自立と政府による保護のための介入との緊張関係についてはさらに考察を続け
ることが必要である。
３．初期の女性の権利
　リベラル哲学者による理解として，個人の自立の根底的な解釈は，その人の
身体的存在を支配する権利である。女性，奴隷，ネイティブアメリカンそして
他の植民地のグループは歴史的に自立を否定されその結果，彼らの身体に対す
る支配は法律の問題とされてきた。人身売買の合法性，所有権による女性の身
体に対する合法的な制裁，そして女性に望まぬ子どもを生むことを強いること
は，リベラル哲学により寛容されてきたところの依存と従属の例である。実際
に合衆国憲法は，リベラル思考に深く根ざした男性たちによって起草され自由
と平等の理想が反映されている。しかし，多くのリベラル哲学者と同様に，憲
法の起草者たちは，その普遍的な文章にかかわらず，特定のグループの人々を
憲法による保障から排斥することができた。なぜなら，これらのグループにつ
いて「本質的に権利のすべてを有効に行使する能力に欠ける」と見なす人々が
いたからである。
（22）
　このように排斥されたことに対する反動により，女性たちは努力に駆り立て
られ，成果を収めた。20世紀の中頃には女性たちは社会や州から，夫やパター
ナルな家庭の従者としてではなく，個人として認識された。これにより，他の
権利についても進めていく基礎が形成された。
（23）
　そして，公正性の問題として入り口となる闘いは，女性にとっての個人権を
確立することであった。それにより法律を社会の視点から女性を男性と等しい
とすることができ，男性がすでに享受している機会を提供されることになる。
リベラルは，人々は自律的個人であり個人的希望・要望に応じて自分の利益に
ついて決定することができるとする。性差別主義は，男女の各自の個人的希
望・要望にかかわりなく男性や女性の役割をまっとうすることを求めるもので
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ある。女性と男性との間の不平等を解決するには，性別にかかわりなく同じ選
択を個人に提供するべきである。
（24）
　リベラルフェミニストたちは，州による保護主義敵庇護化政策と保護承認政
策に対して闘ってきた。しかし，プライベートな機構として位置づけられた家
庭への介入に州が消極的であり続けたことにより，公的領域における女性の平
等的地位は，家庭のドアの中に入ることを止められた。このドアの背後で，伝
統的なヒエラルキーと不平等は，州による政策や規制による審査を受けること
なく続いた。そして，家庭は不平等に対する闘いの場であり続けた。
（25）
　ＤＶは主に女性が被害者であり，女性にとっては永続する問題であった。フェ
ミニストにとって，ＤＶは平等を達成するにあたっての大きな障害であると認
識された。米国においてフェミニストが取り組んだ入り口の努力は，そのよう
な問題が存在するということを認識させることそのものであった。1960年代
から 1980年代におけるフェミニストのＤＶについての主な活動は，第一にそ
れが犯罪であることを州に認めさせること。第二に，加害者を罰させることで
あった。
（26）
　そしてＤＶに関わるフェミニズム活動家にはなすべき選択があった。ひとつ
は，女性が生きる環境を変革するという努力を続けるということ。いまひとつ
は，新しいアプローチを採り入れ，加害者を追及し処罰することを州に求める
ことであった。リベラルフェミニストの活動は後者の道を採った。
（27）
４．女性のステレオタイプ化
　フェミニストの活動が功を奏し，ＤＶの刑事犯化が採用され，さらに必要的
逮捕やノードロップ政策が採用されていったわけであるが，フェミニストの中
には，これらの政策についてさらに批判する者もいる。それらの政策や改革は
無遠慮な機能であることがわかってきた。それらは，親密なパートナー，生活
を依存しているかも知れない者によって行なわれる犯罪を扱うにあたってニュ
アンスのないアプローチであるということである。必要的逮捕やノードロップ
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政策は，少数派の家庭に不利益的（disparate）影響を及ぼすこと，あるいはそ
れらは予期せぬそして不幸な結果をもたらしてしまうこともある。そのような
強制政策は，州による介入の政策を恐れる被害者を，パートナーによる虐待を
受け続ける状況に追いやってしまうという問題が生じている。被害者としての
位置づけられた女性は，最初は虐待者によって悩まされ，そして次に家長的支
配的な州の手によって悩まされる。
（28）
また被害者の加害者に対する生活依存も重
要な要素であると考えられる。人には生活のために他者に全面的に依存してい
る時期もあることについて勘案していないとの批判もある。
（29）
生活の依存につい
ては，生活保護の問題にも絡んでくる。これについては次章で述べる。
　もうひとつの問題として生じたのは，法体系の中で保護を必要とする弱者グ
ループとしての女性のステレオタイプ化が続けられているということである。
そのような差異が女性の自立や自由を減殺するときには，フェミニスト活動家
はそのような活動に焦点をあてようとしないとして理解されているようであ
る。法律は女性に対しパターナリスティックな保護を試みる。また，社会的な
領域では女性は平等で能力を有しそして自由であると考えられているが，彼女
たちの選択は微妙でより狡猾な力によって形成されている。そのような微妙に
存在する強制力はあまり理論化されず，よく理解されていない。そしてそのよ
うなものは，自分たちの選択する力という幻想を好む女性たちによってしばし
ば否定されている。
（30）
　また人権のフレームワークはもはや伝統的な公的私的二分論を意識するもの
ではないという主張もよく聞かれる。この考え方では，ファミリーバイオレン
スはもはやプライベートな問題ではなく政府の介入を要求する公的な問題であ
るとする。
（31）
　これら弱者としてのステレオタイプ化や問題の公的化の主張は介入を強化す
るベクトルである。それに対して自律や尊厳を重視する主張は介入を弱化する
ベクトルである。このような相反するように見える主張について考えるとき，
「介入」の態様や内容，よりニュアンスかされたアプローチが必要になってく
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るであろう。このテーマについては多くの論者が取り組んでいるようである。
介入か自律がという相反するベクトル，それに関連する保護の必要性や態様に
ついてさらに検証・考察を続けなければならないであろう。
第２章　プライバシーと家庭
１．家族単位のプライバシー
　プライバシー権という解釈が最初に認められたのは，Girswold v. Connecticut 
であるが，その判決においてプライバシーは個人に固有の権利ではなく，単位
体（entity）に固有のものであるとされた，家族を単位（unit）として政府に
よる介入や規制から保護されるというのがこの判決の示すプライバシー権で
あった。
（32）
その後，Eisenstadt v. Baird においてこの権利は，個人の固有のもの
であり，個人の生活を政府の介入から保護するために機能するものへと移行し
た。
（33）
Griwold において最高裁は，Connecticut 州の法条文は既婚者に適用され
る限り合憲であると判断した。
（34）
この判決によれば，プライバシーの権利は異性
間の婚姻関係の尊厳について存するものであり，政府による侵害からの保護を
受けることができる単位であると考えているようである。
（35）
　Eisenstadt判決では，プライバシー権はもはや家庭に固有のものではなく，
自立したそれぞれの個人にも認められるとした。最高裁は平等保護条項（Equal 
Protection Clause）は既婚・未婚によって差別することを州に対して禁止して
いるとした。
（36）
既婚のカップルは独立した単位体ではなく，知性的にも感情的に
も別々の二人の結合であると考えた。プライバシーの意味するところは，それ
は既婚・未婚を問わず，令状なしで政府に侵入されることのない個人の権利で
あるとした。
（37）
　この動きのように，政府から介入されることのない権利は，家庭単位ではな
く個人に対して保障されているという方向へと転換したわけであるが，既婚の
いカップルのみならず子どもが絡んでいるときには，最高裁の判断には微妙な
ブレが見られる。Michael H. v. Gerald D. において最高裁は，プライバシー権
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のバラエティである単位体の概念を用いて，実の父親の子どもに対する訪問権
を否定した。
（38）
Scalia判事は，実の父親にはその子に対する法律上の主張はでき
ないとした。その後の婚姻関係の中で産まれた子に対して，実の父親はその構
成者ではないと意見を述べている。
（39）
最高裁の多数派は，婚姻関係外の親の権利
を容認するような州の介入は適切でないとしている。
（40）
　この判決により家庭単位体のプライバシー権の概念が復活しそして個人のプ
ライバシー権が後退したと捉えるべきではない
（41）
と主張される。だがこの判決
は，子どもの福祉を考慮するときには，個人のプイライバシー権や自由の利益
（interest）との間に緊張関係が生じることを示しているかも知れない。そして
その関係を調整するための特別の配慮が必要になってくるかも知れないことを
示唆しているかも知れない。なおその後，最高裁は同様の問題について語ると
きには自由の文言を用いるようにシフトしてきているようである。
（42）
２．「公的」な家族
　プライバシー権は初期のうちは家族単位で認められている時期があった。家
族の単位は夫・妻・子どもの構成要素からなるものであると解されるであろう。
所期の頃のプライバシー権に関する判決では，既婚・未婚の区別を行い，政府
（州）からの介入を拒むことができるのは既婚のカップルであるという理解が
なされていた。それでは，未婚の者とその子どもといった家族形態の場合はど
のように理解され扱われるのであろうか。それについて考察するにあたっては
家族の役割ないし目的といったものについて次のような理解もある。リベラル
な民主主義秩序は家族が次世代の市民を生産することに依存している。家族単
位体のプライバシーという概念が正当化されるとすれば，それを根拠としてい
るかも知れない。もしそうであるならば，州の基準に適合しないような，適正
な市民を生産することができないと考えられる家族については，州による介入
が正当化されると考えることができるかも知れない。
（43）
　またフェミニストの中には次のように主張する論者もいる。夫もしくは父親
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の不在のときには，プライベートな家庭は「公的」なものになる。未婚の母で
経済的に不十分な者，そして男性が不在のときには，母あるいは子どもの養育
者としてその支援を州に求めることになるのは明らかである。そのようなシン
グルマザーの家庭は，社会的経済的状況は「公的」なものとなってしまう。
（44）
もっ
ともこの主張に対しては，夫・父親となる男性がいても公的サービスや他の形
態の支援に依存しているときには，そのような家庭は「公的」になると
（45）
の批判
もある。
　いずれにしろ，経済的に不十分なことにより何らかの公的支援を受けている
ときには，何らかの介入を受けることが不可避的になってくるであろう。経済
的に不十分な女性や家庭の貧困といった事由により，プライバシーの権利は停
止されてしまう。何らかの公的支援を受けていれば，それによるプライバシー
の侵害や後退の可能性が生じる。
（46）
現行の経済システムの中では権利はすでに富
裕者のみに約束されている。経済的に不十分な者は，福祉を受けることと引き
換えにプライバシー権を手渡すことになる
（47）
と解釈する論者もいる。
　以上のようにこの節では，経済的事情によりプライバシーを失うことになる
ことについての見解を見た。経済的事情が実質的に不平等を招くことは，伝統
的なテーマである。従って，そのような背景的な事情が存在することを認識す
ることが必要であるということではあるが，それは本稿のテーマではない。
３．プライバシーと家庭
　先に述べたように，リベラルな民主主義的秩序は家庭が次世代の市民を生産
することに依存していると仮定しよう。そして適正な市民を生産することがで
きないと考えられるような家庭については，州による介入が正当化されるかも
知れない。また，プライバシーの単位体（entity）という解釈は「伝統的」な
家族を保護するために設計されたものと見ることができるかも知れない。経済
的不十分性等に帰する不十分性は，「伝統的」な家庭と同様には機能すること
ができないであろうという仮定から導かれるであろう。
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　「伝統的」家庭とは父・母・子どもの三者構造から成る家庭であり，それに
対して母・子どもの二者構造から成る家庭は不十分と推測されよう。このよう
な家父長制度による他律的家庭の理想に適合しない家庭は，州からの介入を受
けないことについて十分でない家庭として構成される。
（48）
未婚の女性が主である
ような家庭は，「単位体プライバシー」の領域の中にはなく，プライバシーの
前提や実際の経験に欠ける。家庭に対する不介入の解釈は，適切な家庭の役割
を果たせるかどうかにかかってくる。
（49）
　他律的な家庭での親の役割は二人の婚姻した個人に対して相互に分配される
のに対し，シングルマザーではその配分が一人の個人に落ち込んでしまう。こ
れにより，「適正な家庭の役割」の「適正性」は失われ，州の政策としての不
介入はその正当性を失う。父親の役割を遂行できないことに面して，州がその
空白を埋めることになる。
（50）
単位体プライバシーを享受するに値するものとして，
片親のみの家庭を拒絶することは，未婚の女性は彼女の子どもについて十分な
養育を提供することができないという信念を前提をしている。単位体プライバ
シーを享受し，州の介入を受けないことができる者は，十分な養育を提供でき
る者であるとすれば，経済的に不十分は未婚女性は子どもの養育について州の
介入から逃れる権利はなく，彼女は子どもについて十分な養育を行なうことが
できないと認識される。母の婚姻上の位置によって示される母子関係の不十分
性により，そのような「不十分」な家庭に対する州の規制権限（police power）
の行使が正当化される。
（51）
　また次のような主張もある。家庭のプライバシーが保護するのは親の権限で
ある。それは州からの介入を受けないといった消極的な自由の領域ではなく，
責任ある市民の育成のためにあることを意味する。もちろん，親の権限は無制
限というわけではない。そのような制限は家庭生活の公的目標という意味にお
いて設定される。親の権限は，それが責任ある市民としての個人の育成を損ね
るときには濫用となる。親の権限の境界線は「よき市民」についての強い基準
的見解を家庭生活に注入するように設定される。親の権限は，リベラルデモク
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ラシーに参加できることができるような市民をつくりあげることに尽くすため
に行使されなければならない。
（52）
　そして次のように理解される。次世代の市民を創る能力に欠けると考えられ
る家庭に対して，リベラルデモクラシーの保護のため州による介入が要求され
る。もし，州が家庭に介入することが「リベラルな民主主義秩序」の保持につ
いて危険にさらすのであれば，同様に，単位体プライバシーを十分に享受でき
ない家庭に介入しないことはリベラルな民主主義を危険にさらす。家族は究極
的には生産的市民を育成するという仮定は，家庭の経済的不十分性により否定
されてしまうであろう。
（53）
　このように「不十分」な家庭はプライバシーを享受し得ず，政府による介入
を受ける必要がるあるとの認識があることを見た。このような「不十分」な家
庭として論者は経済的に不十分であること挙げているが，それ以外にもＤＶや
児童虐待が行なわれている家庭，あるいは親がアルコールやドラッグにのめり
込んでいる場合などもその範囲に含まれると考えられるかも知れない。次世代
のあるいは将来のよき市民の育成ということは，子どもの福祉のためであるこ
とを意味することが大きいと考えられるかも知れない。次節では，子どもの福
祉と州の介入の必要性との関係について述べる。
４．生まれてくる子どもの利益
　次のような解釈がある。出生前のケアサービスを求める家庭は，その経済的
生存を政府に頼っていることから，その者たちは，自律した家庭の単位として
存在するということはできず，これらの家庭は結果として政府による介入が存
しあるいは続く。家庭というものはある意味で政府の活動から離れて，政府の
産物としてではなく自然な形態として存在する能力を持つ。「公的な家庭」は
この基本的な仮定を失っている。「自然」な形態とは対照的に政府によって変
曲させられた形態にあるという二元性状況にあって，「公的家庭」はその「自
然性」を失っており，そしてその結果，プライバシーを失う。
（54）
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　このような場合には，家庭単位体にプライバシーが保障されるという考え方
と整合するかも知れない。しかし，母親となる女性個人のプライバシーは侵害
されることになるであろう。経済的に自立できない家庭は政府による保護を受
けることになるが，その補助を通じて政府に監督される関係に入ってしまうこ
とになるかも知れない。先に記したように，父親・夫の不在による空白を政府
（州）が埋める，あるいはリベラル民主主義社会に適応できるような市民を育
成できない家庭には政府（州）による介入が必要とされるという考え方がある。
次世代（将来）の市民の育成が家庭の重要な役割であり，その遂行が不十分な
家庭に対しては政府が介入し，適正な市民の育成のためにコミットしなければ
ならないという解釈ないし認識は十分に説得力をもつかもしれないとも考えら
れるが，それにより未婚の妊娠女性のプライバシーを後退させることができる
という解釈を直ちに導きだすことができるであろうか，あるいはそれは適切で
あると言えるであろうか。
　政府による介入を正当化する考え方は，次のようにも主張する。生まれてく
る子どもやすでに生まれた子どもに対して，虐待やネグレクトから保護すると
いう政府利益が存する。
（55）
そのような利益が強大である限り，政府は家庭あるい
は親と子どもの関係について介入する権限を有する。
（56）
状況により必要とあれば
政府が親の権利を制限することの正当性については，大半の論者は疑義を提示
していない。
（57）
子どもに対する脅威がその子の親からもたらされるのであれば，
親の権利の制限を正当化することが可能であるような条件を構成するような
「強大な利益」は，子どもの安全をそのような害から保護する政府利益として
存する。
（58）
　実際の活動として，州のサービス部門は，経済的に不十分な女性の子どもを
ケアする能力についてではなく，その女性の個人的な欠点を見出すことに焦点
をあてる。子どもが害されているかあるいは害されるリスクにさらされている
かということよりも，その親がパートナーやアルコール，そして子どもに受け
させる教育などについて適切な選択ができるかどうかについて審査しようとす
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る。そして州による介入は子どもの保護を超えて，母親の生活のあらゆる領域
について，よい母親をつくるという名目で範囲を拡大する。
（59）
しかし，プライバ
シー権や自由の利益は，子どもの幼少期の教育やしつけに向けられた個人の権
利についてそのように多大に存在するものでははく，自己にとってプライベー
トで親密な情報を保持するそして自律的に決定を行う個人の権利について存す
るものである。そのような比較を行なうことが侵害的である
（60）
との主張もある。
　子どもの保護の重要性はよく主張されることである。それにより，親の権利
やプライバシーが侵害されることはやむを得ない，なぜなら「子どもには罪は
ないから」である，という理解はよく言われているところである。しかし，政
府による親の権利の制限が正当化されるのは，子どもを虐待やネグレクトから
保護するのに必要なときのみであり，
（61）
そして，子どもを保護する利益は，女性
のプライバシー権や自由の利益を傷つけることになるような侵害について考慮
することなしに，追及されてはならない
（62）
と主張される。女性の尊厳や自律を損
なうことがないような審査方法や支援方法を構築していくことが求められよう。
第３章　私的領域への浸透
１．公私二分論の再考
　過去 20年にわたり，特に英語使用圏においては，民間部門の価値観や方法
を政府機構に採り入れる試みを続けてきた，米国では，政府の規模を縮小する
政策が促進され，実際での規制レベルや執行は門間部門に委ねることが推奨さ
れてきた。
（63）
これらの民間化の動きにより平等保護の試みが喚起された。米国で
の平等に関する法律論は差別禁止を前進させ，その論理は主として民間部門に
反映された。民間化の脈絡においてジェンダーによる司法の試みは防御的に機
能した。差別禁止の運動は，現行の不平等をより広範な好ましいジェンダーバ
ランスへとシフトすることよりはむしろ，差別行為を処罰したり防止すること
に求められた。このような試みはジェンダーに基づく力の不均一を修正するこ
とはできなかった。
（64）
米国の法律論は男女割当を回避しているものの，
（65）
経済危機
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などにより，自由市場推奨者の政府介入に対する恐れは，少しずつ緩和され始
めた。
（66）
　つい最近までは，市場に対する公的な介入は非常に不人気であった。ところ
が突然起きた財政危機により，世界中の政府は世界有数の大銀行に直接利害を
持ち始めた。比較的保守的な経済学者の口からも国有化がでてくるようになっ
た。このようなシフトは，公的部門と民間部門との関係について新たな考察の
開始をもたらした。
（67）
　ところで，1960年代初頭あたりから，家庭生活における女性の役割は検証
され批判される対象となった。
（68）
「私的」家庭の意味あいにより，女性は労働や
暴力その他の不利益を課された。多くの社会法プロジェクトがこれらの状況に
対応して発展した。これらの試みにも拘わらず，法律は「私的」領域をその保
護を超えるものとみなし，女性を私的に悩ませられるフレームに追いやり，そ
して性差別主義者による抑圧を「公的」規制の問題とみなした。フェミニスト
のスローガンである「個人的なことは政治的なこと」は，私的な世界の出来事
を公的な問題として詳しく審査することの重要性を表していた。
（69）
　公的私的の分離について次のように指摘する論者もいる。公的私的分離論の
初期の動きに従って，法律学者たちは公的領域と私的領域の二分法の重要な構
成要素を解明した。そのような用語が適切であるかどうかは別として，公的私
的二分法は解体批評としては市場においても家庭においても効力を発した。ま
たこのような二分法は，フェミニストの分析である政府・市民社会そして市場・
家庭分離にも関係してくる。前者は政府とそれ以外の社会的公的グループや個
人そして非政府グループを区別し，後者は市場や労働そして商業といった公共
的な領域を家庭といった私的な領域から分離する。「公的・私的」の用語を用
いることにより，国と非政府の活動が二分化され，同様に市場と家庭が二分化
される。
（70）
　そして，市場と家庭は非政府の要素として特徴づけられる。それにより非政
府は市場と家庭との双方に結びつけられる。この構図により，政府が非政府機
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構，市場そして家庭に及ぼす権限と，市場が家庭に及ぼす影響力とを描き出す
ことができる。市場はそれ自身，政府の外部にあるものとして見られるが，市
場は現実には政府の構造物として存在する。
（71）
「真にプライヴェートなものはな
い」と主張され次のような三つの式が示される。自己を尊重するプライヴェー
ト，契約や所有の観点からなる私的組織，自由としてのプライヴェート，であ
る。
（72）
これらはすべて公的であると言える。契約や所有権は，家庭内におけるも
のにおいても，政府の規制の下に存在する。そのように政府は「個人」の決定
に影響を及ぼす。政府による法律は，法人の構成や市場の構造を定め，それ故
に，政府と市場は結び付けられる
（73）
と主張される。
２．公的領域における権利
　公的・私的領域と男女の社会的役割をパラレルに捉えて考察する考え方もあ
る。市民社会や政治社会における人権は公的側面において存すると見られ，そ
れにより家庭内における女性の保護が疎かにされてきた。政府の役割はジェン
ダー分化されている。なぜなら，すべての社会において男性が政治や政府の公
的領域を支配し，女性は家庭での私的領域に関わっているからである。また，
公的機関は政府のアクターや政府が所有する企業といった他の公的組織のみを
規制すべきであり，市場は私的な部門を支援し，企業は誰が運営するかについ
てそれ自身で決定し，その決定について公的規制の対象とするべきではないこ
とを保持すべきである。
（74）
だが，そのような分離要求にも拘わらず，公的機関は
私的機関に直接に影響している。企業は法律によって創造された人工的な法人
格であり，そのような企業が監督官庁の命令に従わないのであれば，そのよう
な企業は法律によって解体されるべきである
（75）
と主張される。
　この考え方は，政府による公的領域における機構や組織の規制は直接に公的
部門における関係について，それらの規制が私的領域にも影響を及ぼすことや，
政府が私的企業の創設や活動について法律で定めをしていることから，純粋に
「私的」な組織や制度はないという思考であるようだが，そのようにただちに
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結びつけることが可能であるかは疑問の残るところである。ただし，私的領域
における弱者保護という観点からの政府の介入は考慮されなければならないで
あろう。
　ある論者によると，介入の態様には二つのタイプがあり，「穏健」な対応と「急
進的」な対応とがある。「穏健」な対応はさらに二つあり，ひとつは，「ソフト」
な対応であり，ＤＶのように孤立化した出来事から来る被害者を保護するため
の政府の介入である。いまひとつは，「ハード」な対応であり，本来的に抑圧
された家族の被害者を保護するために政府が継続的に介入することである。
（76）
そ
してこの「ハード」な修正を国際レベルに拡張すべきであり，国際的な人権は，
女性の権利の侵害，それが非政府アクターにより行なわれたとしても，それら
の侵害を防ぐために行動すべきである
（77）
と主張される。
　先の論者は，公共的市場から「女性の活動の場」を排除することは女性を害
することになること，女性が企業の経営に参加することは，女性個人の機会を
創造することのみならず，社会や経済にも広く影響をもたらすことを主張す
る。そしてジェンダー平等の目標と人権についての国際的な法律との関係につ
いての論理を進めよう
（78）
としている。そして，女性が従属的地位に甘んじること
あるいは社会において副次的な役割しか担うことができないのではなく，企業
においてリーダーシップを発揮することにより，私的企業の業務を執行するに
あたって公的基準を採りこんでいく役割を推進することに資する
（79）
と主張する。
　公共的市場，高度に公的な役割を担っている市場における女性の進出，企業
の経営等の意思決定過程に女性がより多く参加することが，ジェンダー平等の
実現を進めることになるとの考えであると推測される。それでは，そのように
女性が社会（民間企業）に進出するためには，どのような手法や制度ないし公
的政策が必要となってくるか，そしてその効果について考察されなければなら
ないであろう。
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３．計上されない経済活動
　フェミニストの経済学者は私的領域における女性の仕事（work），「計上さ
れない（uncounted）経済」を勘案に入れ掘り起こそうとしようと試みる。女
性の仕事は，多くはインフォーマルな経済における労働からなり，そのために
明確な金銭的価値あるいは効果的な評価方法を得ることができない。多くの女
性たちは今なお，労働として価値の得られる「公式」な経済活動に従事してい
ない。女性は多くの場合，家族のメンバーあるいは閉ざされた関係の人々のた
めに仕事を行い，その結果，それらの多くは非公式に補償されるかあるいはまっ
たく補償されない。それらの仕事は直接的には報酬を与えられずそして評価す
ることが困難なため，経済学者はこれを「非市場的労働」としてきた。経済学
者が女性の非市場的な仕事を無視してきたため，それはＧＤＰ計算の要素とし
て採り入れられなかった。
（80）
　さらに無価値であるがために，女性は男性よりはるかに長い時間で労働でき
ることになる。家庭における無価値の労働は，費用と利益（cost/benefit）の
バランスを歪める。女性がこれらの仕事により多くの時間を費やすほど，限界
収益における社会的コストはより高くなり，そして限界収益における社会がう
ける利益は低くなる。このように女性の仕事を公式の経済から排除することは
破壊的な効果を生ずるため，多くの経済学者たちは，そのような仕事の価値に
ついてその有用性を合理化するための評価を試みてきた。だが，女性の労働に
ついては異なった質と使用価値を有するため，それらについてはほとんど評価
不能である。
（81）
　子どものケアや家事などについて明確な補助金で置き換えるという主張もあ
る。子どものケアの重要さ，その社会的価値は今では可視的であり，家庭に閉
じ込められた女性によるそれらについての供給について報償をあたえるべきで
あるとする。
（82）
　先の論者は次のように主張する。社会的な地位は，収入を得る能力といった
富やあるいは富の可能性に依拠することがしばしばある。家庭と国のレベルと
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の双方において，女性の仕事に価値を認めることは，女性の社会的地位をシフ
トすることになるかも知れない。女性に対する虐待の多くは，彼女たちは国の
経済について多くを貢献することができないという前提に結びついている。も
し，女性の仕事が有償とされるのであれば，リソースを女性に向けてシフトす
ることにより，彼女たちの社会的地位を改善できるかも知れない。
（83）
　また，女性のいわゆるアンペイドワークについて有償化することを推奨する
論者たちは，女性の労働に対して金銭的な価値をあてはめることにより，女性
の社会的地位を増加させそして女性に対する虐待を減少させることができる
（84）
と
主張する。
　だがこのような提案ないし考え方に対しては，フェミニストから反対の意見
も提示されている。女性の仕事を金銭化することは重要でないばかりか，それ
らの価値を低めることにつながるように見える。女性が労働力として参加し取
り引されることが増加することにより，多くの女性にとっては直接に財産的補
償が得られることになるであろうが，そのことにより公式で公共的な仕事はそ
れを選択することよりむしろ義務的になることが多いように見られる。そのよ
うな仕事は，女性が単に私的でそして金銭にならない仕事を行なっていた従前
の経済構造のときよりも，より女性を犠牲にすることになるであろう
（85）
と主張さ
れる。
４．少数派としての女性勤労者
　女性の社会参加，企業における女性の勤労者について少し述べる。企業の意
思決定の地位に女性が就くことは，企業経営と意思決定を異なったスタイルに
導いてゆくと主張する論者もいる。誰が企業を運営するかについての方針を変
革することは，高学歴の女性のキャリアの見通しを改善することと同時にジェ
ンダー平等を強化することになるであろう。同姓のみのグループではしばしば
同様の経験と意見を持つ傾向にあり，新しいアイディアを生み出す機能や，よ
りよい解決策を見いだすことを失うことになる，男性グループと女性グループ
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では大きな相違が存在する。コミュニケーションやティームワークにおける
ジェンダーに基づく相違は，フェミニストが永年にわたって主張してきたとこ
ろの問題解決についての新しい方法を創り出すことであろう
（86）
と主張される。
　だが次のような主張もある。多数派が少数派からのメンバーに直面したとき
の行動について懸念される。そのメンバーはジョークや批判の対象をして扱わ
れたりあるいはなったりすることがある。少数派からのメンバーが追加される
と，多数派に対する脅威と認識される，これらの理由により，女性が上級の経
営上の地位に登用されることはほとんどない。
（87）
　また，支配的グループは互いに集まってその共通性を強調し，少数派グルー
プを集中して査察する対象とする。女性は，職場で彼女自身の業績よりもむし
ろ「女性の地位」として，より注意を惹き，すべての女性のために発言するよ
うに求められるといったような様々な行動上のプレッシャーに直面する
（88）
と指摘
される。
　先の論者は，この問題についての最も直接的な解決法はジェンダー割当
（quota）であると主張する。このような問題は社会問題であると同時に政治的
なものであるから，政府部門において女性の代表者をふやす試みが求められる。
女性のメンバーの増加なくして，ジェンダー多様性の改善についての進歩が
あったと言うことは困難であろう。もしすべての企業がジェンダーバランスを
高いレベルで実現できるような仕組みを採用したのならば，変化はもたらされ
るであろう。さらにジェンダー割当は男性にもメリットを与えるであろう。高度
な教育を受けた女性や執行的地位にある女性が多数派を形成するところでは，
男性はジェンダー割当により保護を受けることになるであろう
（89）
と主張される。
　だが次のような研究報告もある。男性と女性の賃金格差は，現実には，不平
等主義の男性とそれ以外の者との格差であることが示されている。女性は伝統
的役割にあるべきであると信じる男性はそうでない男性より $8,549 多く収入
を得ており，より平等的な役割を信じる女性は伝統的なジェンダーの役割を信
じる女性より多くの収入を得ている。力のジェンダーによる構造は，生物的な
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性別より重大な作用をなしているようであることがうかがわれる
（90）
とする。
　この研究報告は，男性についてはジェンダー不均衡を支持する者がより多く
稼ぎ，女性についてはジェンダー平等を支持する者がより多く稼いでいること
を示している。それはつまり，男女を問わず，よりアグレッシブに働こうとす
る者が多く稼いでいることが見て取れるようである。この「アグレッシブ」の
意味についてはさらに考察が求められると考える。単純に考えれば，男女とも
に，より「男性的」に働く方が稼ぎがよいという意味にもとれそうである。そ
のように「男性的」の意味を解するのであれば，それはまさにジェンダーバイ
アスそのものあるいはジェンダー役割の固定化であるかも知れないと考えるこ
とができるからである。ＤＶの根底にあるものはジェンダーバイアスであると
よく言われる。それならばジェンダーバイアスや「男性的」「女性的」の意味
についてさらなる深い考察が必要であると考えられよう。
日本法への示唆～むすびにかえて～
　日本ＤＶ法（配偶者からの暴力の防止および被害者の保護に関する法律：日
本ＤＶ法と略す）においてはＤＶ加害者に対する刑事処罰は規定されていない
ので，１章で述べたことは直接には関係ないかも知れない。続く２章において
福祉受給者のプライバシーについて述べたことと相まって，被害者のプライバ
シーや自己決定の権利について理解するにあって資するものとなるかも知れな
いと考える。2章においては，子どもの虐待の未然の防止やそれに関連して母
親の資質のようなことについてまで，公的機関による審査や指示あるいは監督
を受けることになることがあることを見た。児童虐待の防止という観点から，
このような詳細な介入を行なうことにも一理あるとも言えるが，その詳細さ故
に逆に母親のプライバシーや自己決定の権利を侵害することになるという欠点
を持つ。
　ここで，日本においてはＤＶの被害者がパートナーから離れることができな
い理由の第一は，「経済的な不安」であり，
（91）
また被害者の自立生活にむけての
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困難の理由の第一は「当面の生活をするために必要なお金がない」で，54.9％
を占める。
（92）
日本においては女性の就職の困難さが自立生活を阻害する最大の要
因である。それらの要因を取り除くあるいは軽減する方策としては，ひとつは
女性の社会進出の促進が考えられ，またあるひとつはＤＶ被害者に対する福祉
的な観点からの支援であると考えられる。これらが解決策のすべてではないと
考えるが，当面の対策としてはこれらの二つを推進することが求められると考
える。
　女性の社会進出は男女共同参画の問題であり，そこでよく言われることはま
ず政府部門において女性の割合を増やすことである。さらには，公的な基準を
私企業にも採用させていく
（93）
ことであるかも知れない。この方法を進めるにあ
たっての理論は，日本においては，いわゆる「憲法の間接適用論」を用いるこ
とができるかも知れない。
　また，ＤＶの被害者に対する公的な支援，補助金の交付などについては，日
本においてはたとえば生活保護を受けるなどであるが，その受給資格を審査す
るにあたっては申請者の主に収入について審査するために，虐待の防止をいっ
た観点から申請者のプライバシーを侵害するといった問題は起る可能性が低い
と考えられよう。ただ，現行法のシステムにおいては生活保護や子育て支援，
ＤＶ被害者に対する支援金の支給などはそれぞれ別の手続で行なわれているた
めに，これらを一括して申請できるような法制度のシステムを構築することが
好ましいかも知れない。そのためには例えば，日本ＤＶ法においてそのような
システムを設けるような条文を追加することが求められるかも知れない。だが
その場合においては，受給資格を審査するにあたってＤＶ被害者という観点か
らも審査することになるであろうから，本稿で述べたようなに申請者に対する
プライバシーや自己決定の権利について侵害が生じる可能性も否定できないか
も知れない。さらには，政府による公的支給の権限は，経済的に不十分な人々
を監督するためのテックニックとして用いられる
（94）
という怖れもあるかも知れな
い。
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　日本ＤＶ法はまだまだ改良するところが多いと考えられるかも知れない。そ
のように日本ＤＶ法が後進的であると言えるかどうかは別として，被害者の保
護・救済のために公的機関がなすべきことあるいはできることとその場合に生
じ得るかもしれない問題点についてさらに考察を続ける所存である。
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